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 Nature and quantity of the products to be

procured : Electricity to be consumed at

Marine Technical College ; Estimated an‑

nual consumption ( Main Building etc.

357kWh, 681,419kWh.  Pilot Training

Center 64kW,104,040kWh)

 Contract period : From Apri1 1,2017 th‑

rough March 31, 2018

 Delivery place :  Main Building etc

(1224, Nishikura‑cho, Ashiya‑shi, Hyogo‑
ken).  Pilot Training Center (10913,
Nishikura‑cho, Ashiya‑shi, Hyogo‑ken)

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

Participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 3 of the con‑

tract conditions of Japan agency of Mari‑

time Education and Training for Sea‑

farers.

Furthermore, Minors, Persons under

Conservatorship or Person under Assis‑

tance that obtained the consent necessary

for concluding a contract may be appli‑

cable under cases of special reasons with‑

in the said clause ;

 not come under Article 4 of the con‑

tract conditions of Japan agency of Mari‑

time Education and Training for Sea‑

farers ; and

 have Grade A, B, C or D in terms

of the qualification either manufacture

of products or selling of products for

Participating in the tenders by Single

qualification for every ministry and agen‑

cy in the fiscal year 2016, 2017, 2018

 Time limit of tender : 17 : 00, 6 February

2017

 Contact point for the notice : Kenta Ito,

Contract Section, Accouting Division, Ma‑

rine Technical College, Japan agency of

Maritime Education and Training for Sea‑

farers, 1224, Nishikura‑cho, Ashiya‑shi,
Hyogo‑ken. 6590026 Japan. TEL 0797
386207 (Japanese only)

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 28 年 12 月 16 日

本州四国連絡高速道路株式会社
代表取締役社長 三原 修二

◎調達機関番号 422 ◎所在地番号 28
〇本州四国連絡高速道路株式会社公告平成 28 年
第６号
１ 業務概要
 品目分類番号 74
 業務件名 道路料金収入金の集配金取扱業
務委託
 業務場所 兵庫県神戸市他における本州四
国連絡高速道路の全料金所（32ヶ所）
 業務内容
 通行料金収入金の集金及び警備搬送並び
に釣銭資金の両替及び配金
 通行料金収入金の精査、指定口座への入
金及び入金額の報告

 業務期間 契約締結の日の翌日から平成30
年３月31日まで
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の８に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てた金額とする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約希望金額の108分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。
 その他 当該競争への参加を希望する者
（以下「競争参加希望者」という。）は、上記
１の業務の一部を第三者に実施させること
ができるものとする。なお、第三者の一部又
は全部を契約の当事者とする場合は、競争参
加希望者と当該第三者とはあらかじめ共同企
業体を結成すること。

２ 競争参加資格 当該調達に係る一般競争に参
加する者に必要な資格を有する者（上記１に
より、共同企業体を結成する第三者を含む。）は、
次に掲げる条件をすべて満足した者とする。
 次のからまでに掲げる者でないこと。
 契約を締結する能力を有しない者（未成
年者、成年被後見人、被保佐人又は被補助
人。ただし、未成年者、被保佐人又は被補

助人であって、契約締結のために必要な同
意を得ているものを除く。）及び破産者で復
権を得ない者
 本州四国連絡高速道路株式会社（以下「本
四会社」という。）の過去２年以内において
次のイからチまでの一に該当したと認めら
れる者
イ 契約の履行に当たり、故意に業務を粗
雑にし、又は物件等の品質若しくは数量
に関して不正の行為をした者
ロ 公正な競争の執行を妨げた者又は公正
な価格を害し、若しくは不正の利益を得
るため連合した者
ハ 落札者が契約を締結すること又は契約
者が契約を履行することを妨げた者
ニ 監督又は検査の実施に当たり、社員の
職務の執行を妨げた者
ホ 正当な理由がなくて契約を履行しな
かった者
ヘ 本四会社に提出した書類に虚偽の記載
をした者
ト その他本四会社に著しい損害を与えた
者
チ イからトまでのいずれかに該当する事
実があった後２年を経過しない者を、契
約の履行に当たり、代理人、支配人その
他これらに準ずる者として使用した者

 経営状況が著しく不健全であると認めら
れる者

 上記１による共同企業体の結成の如何に
係わらず、競争参加希望者及び上記１の
業務を実施する者にあっては、次のａからｃ
の３市（ａ神戸市、ｂ岡山市、倉敷市、坂出
市又は高松市の内のいずれか、ｃ尾道市、広
島市、今治市又は松山市の内のいずれか）の
すべてに事務所等を有していること。
 競争参加希望者にあっては、平成18年度以
降、申請書等の提出期限までに、国、独立行
政法人、特殊法人、地方公共団体、地方独立
行政法人又は地方道路公社との間で、11市（神
戸市、鳴門市、徳島市、岡山市、倉敷市、坂
出市、高松市、尾道市、広島市、今治市、松
山市）内のいずれかでの集配金業務を12ヶ月
以上継続する契約を締結し、履行した実績を
有していることを証明できる、預金又は貯金
の受け入れを行う者であること。
 上記１の業務を実施する者は、警備員
等の検定等に関する規則（平成17年11月18日
国家公安委員会規則第20号）第２条の表種別
八「貴重品運搬警備業務（現金に係るものに
限る。）」に定める貴重品運搬警備業務に係る
一級検定合格警備員又は二級検定合格警備員
を合計して９名以上有しており、その検定合
格者数が確認できる資料を提出した者である
こと。なお、競争参加希望者又は上記１の
共同企業体を結成する第三者が当該業務を他
の者に委託等する場合は、委託等する者につ
いて同様の要件を満たした資料を提出した者
であること。

 過去２年以内において法令の規定に違反し
て営業を行ったと認められる者でないこと又
は申請書等の提出期限の日から開札の日まで
の期間に、他の発注機関から指名停止等を受
けていないこと若しくは申請書等の提出期限
の日から開札の日までの期間に、「工事請負契
約に係る指名停止等に関する達」（本四会社達
平成17年第48号）に基づき、指名停止を受け
ていないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、公
共工事等からの排除要請があり、当該状態が
継続している者でないこと。
 民事再生法に基づき再生手続開始の申立て
をした者で、再生手続開始の決定を得ない者
でないこと。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
をした者で、更生手続開始の決定を得ない者
でないこと。

 競争参加資格確認申請書及びその添付書類
（以下「申請書等」という。）の提出時に過去
３ヶ月以内に発行された納税証明書（国税通
則法施行規則別表第９号様式（その３、その
３の２又はその３の３のいずれか。））の写し
を提出できる者であること。（外国事業者の場
合は、納税証明書に代えて、当該国の所管官
庁又は権限のある機関の発行する書面とする
ことができる。）

３ 入札手続等
 担当部署 〒6510088 兵庫県神戸市中央
区小野柄通４１22 アーバンエース三宮
ビル 本州四国連絡高速道路株式会社 経理
部 会計契約課 電話0782911035
E‑mail keiyaku-honsha@jb-honshi.
co.jp
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